
火山防災対策会議の新たな検討体制

火山防災対策会議

・重点施策、重点研究課題の検討
・防災と研究の調整 など

：主な機関

個別施策/緊急対応委員会

内閣府・文科省・気象庁・
砂防部・消防庁等

内閣府・気象庁
消防庁・砂防部等

検討・研究成果

消防庁

産総研防災科研 大学地理院 土研

国交省砂防部

など

防災施策、調査観測、研究の検討、実施等

技術動向検討
グループ

技術動向を調査・報告

重点検討課題

気象研・土研・産総研・地
理院・防災科研・大学・民

間等

・一定程度成果が出た課題について
委員会を設置し指針等の作成
・緊急時の施策調整 等

既存の
研究施策

（文科省等）

文科省

 火山防災対策会議に下部委員会を設置。調査企画委員会では有識者・関係省庁を中心に、施策・研究の連
携のための調整や中期的に連携して取り組むべき施策・研究の重点計画等を検討。

 実施して成果が出たものは個別施策委員会で現場での活用に向けて指針等を検討。

 調査企画委員会のもとに研究機関を中心とした技術動向検討グループを設置。課題に対して、活用可能な最
新技術やその研究・開発の動向を把握し整理。

 各委員会では参画する防災関係機関の把握している現場の防災ニーズを十分に踏まえ、最終的には現場の
防災に活かすことを強く意識。

気象庁内閣府

調査企画委員会

成果
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